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I (13 ) 長期？竺竺：）
るような暉事例⑥

I 
•特定建設業者である元請負人が、 手形期間が 60 日を超える手形により下請代金の支払を

行った場合

特定建設業者は、 下請負人（特定建設業者又は資本金4千万円
以上の法人を除く）に対して手形期間60日を超える長期手形
を交付した場合は、 「割引を受けることが困難である手形の交
付」と認められる場合があり、 その場合、 法第24条の6第 3項
に違反します。

また、 元請負人が特定建設業者か一般建設業者かを問わず、下
請代金の支払はできる限り現金によるものとし、 手形等で支
払う場合には、 その現金化にかかる割引料等のコストについ
て下請負人の負担とすることのないよう、 下請負人と十分協議
する必要があります。

I (14)不利益取扱いの禁止（法第24条の 5) | 
・下請負人が、 元請負人から下請代金の支払に際し、 正当な理由なく長期支払保留を受けたとし、

監督行政庁に通報したため、 元請負人が今後の取引を停止した場合

上記のケースは、 法第24条の5に違反するおそれがありま
す。

法第24条の5に掲げられた正当な理由がない長期の支払い

保留などの違反行為について通報した下請負人対して、 元
請負人は取引の停止その他の不利益な取扱いをしてはなり
ません。

| (15)帳簿の備付け・保存及び営業に関する図書の保存（法第40条の3) | 

・建設業を営む営業所に帳簿及び添付書類が備付けられていなかった場合

゜

上記のケースは、 法第40条の3に違反します。

建設業者は営業所ごとに帳簿を備え、 5年間（新築住宅建

設工事に係るものは10年間）保存しなければなりません。

また、 発注者から直接建設工事を請け負った場合は、 営業

所ごとに、 営業に関する図書（完成図、 打合せ記録、 施工
体系図）を10年間保存することが必要です。

※出典： 『建設業法令遵守ガイドライン ー 元請負人と下請負人の関係に係る留意点 ー 』






